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第１章 応援体制整備計画   【安心安全課、職員課】 

 
市は、首都直下型地震等の大規模広域災害発生時に、県内外からの応援要請に対応するため、広域応援

体制を整える。 

 

第１節 事前対策計画 

 

第１ 広域応援体制の整備 

大規模災害発生時には、多くの人々が他都県から市に避難場所を求めることが想定される。こうした

事態に備え、市は、避難所の選定・確保等、事前に広域一時滞在のために必要な体制を整備する。 

また、県とともに、応急仮設住宅の適地調査や公営住宅等の空き室状況の把握、社会福祉施設や病院

における収容能力等の把握を行う。みなし仮設住宅としての民間賃貸住宅については、迅速な提供体制

を検討・構築する。 

 

第２ 広域支援拠点の確保 

市は、県内外の自治体や応援部隊（警察署、消防機関、自衛隊）と連携し、被災地支援を行うため、

応援活動に特化した組織の設置及び物資・人員の応援の受け皿となる拠点（広域支援拠点）を確保する

ための候補地を事前選定する。 

なお、発災時は公共用地を優先的に使用することを原則とするが、民間用地も含めて幅広に候補地を

選定する。 

 

第３ 広域応援要員派遣体制の整備 
 

１ 「埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定」及び「埼玉県・市町村人的相互応援に関する

要綱」に基づく体制整備 

(1) 県内で大規模災害が発生し、被災市町村だけでは災害対応を円滑に実施できない場合、被災市町

村の要請に基づき、県及び県内市町村が応援職員（「彩の国災害派遣チーム」）を派遣する。 

(2) 市は、彩の国災害派遣チーム候補者名簿を作成し、その人数を所管する県支部（県央地域振興セ

ンター）を通して県危機管理防災部に報告する。 

 

２ 総務省の「応急対策職員派遣制度」に基づく体制整備 

(1) 被災市区町村ごとに都道府県又は政令指定都市を1対 1で割り当てる「対口支援方式」により応

援職員を派遣する。都道府県が対口支援を行う場合は、政令指定都市を除く管内市町村と一体とな

って応援職員を派遣する。 

(2) 市職員については、事前登録は不要であるが、県からの派遣要請があった場合に、速やかに派遣

できるよう準備を整えておく。 
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第４ 広域避難受入体制の整備 

広域災害発生時には、多くの人々が他都県から市に避難場所を求めることが想定される。こうした事

態に備え、事前に広域一時滞在のために必要な体制を整備する。 

また、避難の長期化に備え、応急仮設住宅を提供できる体制を整備する。 

 
１ 市は、広域一時滞在の要請があった場合に備え、県内外からの避難者を受け入れる施設の事前確

保に努める。 

２ 市は、避難の長期化に備え、建設型仮設住宅の適地調査や公営住宅等の空き室状況の把握を行う。 

 

第５ 被害の極小化による活動余力づくり 

減災対策を推進し、発災時に他の自治体を応援するための活動余力を確保する。 

 
１ 市民への普及啓発 

市は、家庭や地域で防災意識の高揚と災害の備えを強化させるとともに、家庭における減災取組（家

具の固定・災害伝言サービス・家庭内備蓄）を普及させる。 

また、DIG や HUG を取り入れた市民参加型の実践的な訓練を実施する。 

 

２ 自主防災組織の育成 

市は、自主防災組織の育成及び自主防災組織の活動において中心的役割を担う人材を育成する。 

 

３ 防災基盤整備・防災まちづくり等の推進 

市は、市街地開発事業により防災空間の確保や建物の耐震化・不燃化を促進する。また、民間建築

物（多数の者が利用する施設、社会福祉施設、医療施設等）、古い基準で設計された橋梁の耐震化を促

進する。 

市は、老朽化が進む社会資本（橋梁、下水道等）に関して、予防保全的な維持管理に転換する等、

適正に施設を管理し、その安全性の確保に努める。 

 

４ 企業等による事業継続の取組の促進 

市は、企業等による災害時の事業継続の取組みを促進する。クラウド等を活用したデータのバック

アップ対策を推進する。 
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第２節 応援対策 

首都直下地震発生時、国で実施されている被害想定によると、埼玉県を含む1都 9県が同時に被災する※。

市は、まず市内の災害対応を実施し、その後、県が実施する被災地支援について協調して対応するものと

する。 

※出典：「首都直下地震緊急対策区域指定市区町村一覧」（内閣府／平成 27年 3月 31日現在） 

 

第１ 広域応援調整 

市は、首都圏広域災害が発生し、被災が軽微又は被災していない場合には、県が実施する被災地支援

について協調して対応するものとする。 

 

第２ 広域応援職員の派遣 

市は、多岐にわたる被災地のニーズに対応するため、発災直後に現地派遣する応援要員の体制を整え

る。首都圏広域災害が発生した場合、被災都県からの応援要員の派遣要請に基づき、広域応援要員（職

種混成の応援要員のチーム）の派遣への協力を行う。職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理や

マスク着用等の感染症対策を徹底する。 

 

第３ 広域避難の支援 

１ 相互応援協力の実施 

市は、災対法第 67 条、第 86 条の 8、第 86 条の 9 の規定により、他の市町村長等から応援や広域

一時滞在を求められた場合は、拒否する正当な理由がない限り協力する。 

 

２ 避難者受入れの流れ 

大規模災害発生時には、多くの人々が本市に避難場所を求めることが想定される。こうした事態に

備え、避難所の選定、確保を行うなど、広域一時滞在のために必要な体制を整備する。 

市は、被災が軽微又は被災していない場合には、県との避難者受入協議の後、避難者受入を実施す

る。被災市区町村からの応援要請とその受入の流れを次に示す。 

 
(1) 被災市区町村からの被災都県へ避難者受入調整の依頼 

(2) 被災都県内では受入困難な場合、県への要請。被災都県との受入協議。 

(3) 県内市町村と県との受入協議 

(4) 県内市町村と避難所（施設管理者）との協議 

(5) 県への受入回答及び避難所開設の公示 

(6) 被災都県への受入回答 

(7) 被災都県から被災市区町村への受入回答の伝達 

(8) 被災市区町村から住民へ、避難先決定の伝達及び避難支援 

(9) 避難者の受入れ（避難誘導を含む）及び避難者の移送支援（原則、避難者の移送は被災都県と県

が行う） 
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３ 避難所の開設・運営 

市は、広域避難者を受け入れるため、避難所を開設したときは、直ちに避難所開設の目的、日時、

場所、箇所数及び収容人員並びに開設期間の見込みを公示し、収容すべき者を誘導して保護する。そ

の際、指定した避難所以外に自主的に避難してきた被災者に対しても支援に努める。 

なお、透析患者など医療行為が必要な者、高齢者や妊産婦など配慮が必要な者がいる場合、配慮事

項に応じた避難所の選定・開設に留意する。そして、配慮が必要な避難者に対し、避難所等での保健

師等による健康状態の把握や福祉施設での受入調整など、支援の充実に努める。 

全般的な避難所の運営は、風水害対策編 第１章 第１２節「避難計画」を準用する。 

 

４ がれき処理支援 

市は、膨大な量の発生が見込まれる被災都県のがれきについて、その処理を支援する。 

 

５ 環境衛生支援 

市は、被災都県で発生する膨大なし尿及びごみの処理を支援する。 
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第２章 受援整備計画   【安心安全課、職員課】 

 

災害時、被災市町村では、短期間に膨大な災害対応業務が発生し多くの人的資源が必要となるが、行政

機能が低下している被災市町村自らの体制だけでこうした業務を行うことは困難である。このため、被災

市町村では、外部からの応援を迅速、的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための体制（以下「受

援体制」という。）を整備することが不可欠となる。 

 

第１節 事前対策計画 

 

第１ 受援体制の整備 

１ 庁内全体の受援担当者の選定 

市全体の応援受入れや総合調整窓口となる受援担当（以下「庁内全体の受援担当」という。）を統括

部職員班とする。受援調整に当たっては総合調整班と連携し、全庁横断的な調整を行う。 

 

２ 各業務の受援担当者の選定 

災害時に受援対象業務の担当部署に、庁内全体の受援担当との調整や受援対象業務の実施に関する

応援職員等との調整を行う「各業務の受援担当者」を選定する。 

 

３ 応援職員等の受入れ環境の確保 

災害時に応援職員等を円滑に受け入れ、能力を発揮してもらえるよう、応援職員等が執務を行う環

境を可能な限り確保する。 

(1) 執務スペースの確保 

災害マネジメントを支援するために派遣される職員を受け入れることを想定した執務スペースを

市本部内又は近接した会議室等に確保する。 

(2) 業務に必要となる資機材等の準備 

応援職員等が業務を行う上で必要な備品等、電話、インターネット環境などを準備する。 

(3) 宿泊場所 

応援職員等の宿泊場所は、応援側で準備することを基本とするが、必要に応じて紹介する。この

際、市で確保が困難な場合は、県に支援を求める。 

 

４ 受援対象業務の整理 

災害対応業務のうち、応援職員等に担ってもらう受援対象業務をあらかじめ選定し、業務の具体的

内容を整理する。 

 

５ 受援計画の実効性の確保 

受援計画の実効性を高めるため、庁内での研修、訓練等を行い、計画内容の検証と改善を定期的に
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実施する。 

 

６ 受援に関する費用の整理 

受援に関する費用の扱いについて、災害時相互応援協定など事前に検討できるものは、受援側と応

援側による負担の考え方を可能な限り整理する。 

  



第２章 受援整備計画 

第２節 受援対策 

- 331 - 

応
援
・
受
援
対
策
編 

第２節 受援対策 

 

第１ 受援対象業務 

近年の災害時に共通して応援が求められ、被災した市町村において業務負担が大きい以下の 7 つの業

務を想定する。 

 
１ 災害マネジメント 

災害時に、活動体制を速やかに確立し、災害対応を庁内全体で円滑に実施できるよう、総括的なマ

ネジメント（情報分析、計画策定、組織調整等）を行う。 

 

２ 避難所運営 

災害時に指定避難所の安全確認と開設を行い、避難者の受入れや避難所の運営（情報提供や支援物

資の供給）等を行う。 

 

３ 支援物資に係る業務 

災害発生時、物流事業者等の協力を得ながら物資拠点、避難所での体制を確保するとともに、国や

都道府県、他の自治体、協定締結企業等からの支援物資（プッシュ・プル型）を円滑に受入れ、被災

者に対して迅速かつ適切に物資を供給する。 

 

４ 災害廃棄物の処理 

通常の生活や避難所から出てくる生活ごみのほか、災害廃棄物が大量に出てくるため、通常の生活

ごみ処理体制を維持しながら、災害廃棄物の処理方針を検討し、必要な仮置場の設置・管理・運営、

市民・ボランティアへの周知、廃棄物処理を行う事業者との契約締結等による処理体制の確保等を行

う。 

 

５ 住家の被害認定調査 

各種被災者生活支援策の判断材料となる罹災証明書を交付するため、内閣府の運用指針等に基づき、

住家等の被害の程度を判定する被害認定調査を実施する。 

 

６ 罹災証明書の交付 

被害認定調査結果に基づき、罹災証明書を交付する。 

 

７ 被災者支援・相談業務 

被災者の生活再建を迅速かつ円滑に実施し、早期の生活復興を実現するため、被災者の不安軽減を

目的として電話による問合せ対応を行う。また、生活再建・事業再建に係るワンストップ相談窓口を

可能な限り設置し、被災者への効果的・効率的な支援・相談対応を実施する。 
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第２ 応援職員等の受入れに関する基本的な流れ 

災害時の応援職員等の受入れの基本的な流れと主な内容を示す。 

 
１ 災害時における受援業務の基本的な流れ 

 
図表 6-1 受援業務の基本的な流れ 
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２ 各業務の主要な内容 

(1) 都道府県との調整 

① 庁内全体の受援担当は、災害発生のおそれ段階における被害・事態の予測や、災害発生時にお

ける被災状況や職員の参集状況などを踏まえ、県（派遣されているリエゾンも含む）に対し、応

援の必要性を伝え、必要となる応援の内容と応援規模等を相談する。 

② 応援職員等の要請や災害マネジメントについて不安のある場合は、県と調整の上、それらに関

して知見のある県職員や応急対策職員派遣制度による総括支援チームの派遣を要請する。 

(2) 県職員等の受入れ 

庁内全体の受援担当は、県職員等の受入れに当たって必要となる執務スペースを確保し、受入れ

環境を準備する。 

(3) 必要人数等の把握 

① 庁内全体の受援担当は、必要に応じて県職員等の助言等を受けながら、各業務の受援担当者に

対し、応援側に求める業務内容等と必要人数（正確な値を求めることが困難な場合は、その時点

で必要と考えられる概算人数）を整理するよう依頼する。 

② 各業務の受援担当者は、庁内で動員できる職員等も考慮して必要な応援人数を見積もる。 

(4) 応援職員等の要請 

① 庁内全体の受援担当は、各業務の受援担当者に応援が必要な業務内容と人数等を確認する。 

② 庁内全体の受援担当は、応援が必要な業務内容等と人数を取りまとめ、本部長の承認のもと、

県や協定締結団体等に応援職員等の派遣を要請する。なお、あらかじめ定められたルール等に基

づき各業務の受援担当者が要請を行う場合には、庁内全体の受援担当と情報共有する。 

(5) 応援職員等の受入れ 

① 各業務の受援担当者は、応援職員等が円滑に活動できるよう事前に受援シート（「市町村のため

の人的支援の受入れに関する受援計画作成の手引き」（令和 3年 6月内閣府（防災）参照）で定め

ている執務スペース、資機材等や被災地の地図、各種マニュアル等を準備する。 

② 各業務の受援担当者は、応援職員等を受け入れる際には庁内全体の受援担当と情報共有する。 

③ 応援職員等が到着した際、最初の打合せにおいて、被災地の状況や業務内容等を受援シートな

ども活用しながら説明（※）する。 

 
(6) 受援業務の開始・状況把握 

① 各業務の受援担当者は、応援職員等と業務を始めるに当たり、業務を円滑に進めるため、業務

の実施方針や見通しについて調整を行う機会を設けるなど状況認識の統一を図るよう努める。 

② 各業務の受援担当者は、応援職員等と定期的に打合せを行い、市本部における方針や指示を伝

え情報共有を図るとともに、応援職員等による活動状況などを確認し、必要に応じて改善に努め

る。 

③ 庁内全体の受援担当は、応援職員等の代表者等が市の災害対応全般について把握する機会とし

※ 説明事項の例 

①現在の状況 ②関係者のリストや連絡先 ③執務場所、休憩場所 ④必要な資源の確保方

法 ⑤働く期間・一日のスケジュール ⑥想定される危険や安全確保方法 ⑦業務の「内

容」（何をするのか）、「目的」（なぜ、それをするのか）、「ゴール」（業務終了時、どのよう

になっていれば良いのか）等 
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て、市本部会議への出席を依頼する。 

(7) 撤収調整（応援の終了） 

各業務の受援担当者は、受援業務の進捗状況を踏まえて、応援の終了時期を検討した上で、応援

職員等と協議し相互の了解のもとで応援の終了時期を決定する。応援の終了を決定する場合は、庁

内全体の受援担当と情報共有する。 

(8) 精算 

都道府県や応援職員等派遣機関と調整のうえ、実費・弁償の手続きを行う。 

 

第３ 受援シートの作成及び活用 

災害時に応援受入れを円滑にできるよう、「市町村のための人的支援の受入れに関する受援計画作成

の手引き」（令和 3 年 6 月内閣府（防災））を参照し、受援対象業務ごとに受援シートをあらかじめ作成

しておく。受援シートの記載項目及び留意点は次のとおりである。 

なお、災害時においては、災害の種類や被害状況等を踏まえ、応援職員等と協議し、必要に応じて受

援シートの内容の追加、変更等を行う。 
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図表 6-2 受援シートの記載項目及び留意点 

  

■応援職員等の要請人数の考え方 

＜留意点＞ 

・応援要請人数や必要となる職種、技能などを整理

し記載する 

■応援職員等の執務スペース 

＜留意点＞ 

・上記の業務関連機関・団体等の受入れを想定した

スペースを選定する 

■防災関係機関・団体等の連絡先 

＜留意点＞ 
・関連する応援要請先等を記載する 
・人事異動や訓練などの際に連絡先を確認する等、顔

の見える関係を構築する 

・市の状況に応じて、適宜行を追加・削除する 

■必要な資機材等 

＜留意点＞ 

・資機材の種類や数量は、発生した災害の種類や被

害状況によって異なるが、最低限定まっているも

のは記載する 

■業務主担当部署 
＜留意点＞ 
・組織改正や人事異動の際に必ず見直し確実に修正

や引継ぎを行う 

■業務の概要と流れ 

＜留意点＞ 
・応援要請を検討する主な業務（業務全てを応援職

員が行えるものではない）については、色分けす
る 

・一般的な業務の流れを記載しているため、作成時
に適宜変更する 

■応援要請を検討する主な業務内容 

■指針・手引き等 

＜留意点＞ 
・業務に関する詳細資料等について記載する 
・市独自マニュアル等を追加する 
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第３節 応援協力要請計画  【総合調整班】 ▼1時間後～ 

災害時に、迅速な応急対策等が困難と判断した場合には、直ちに応援協定締結先に応援を依頼し、ある

いは県等に応援を要請し、適切な応急救助を実施する。 

 

第１ 応援要請の判断基準 

災害に対処するために必要な応急措置を実施するため、応援協定締結先、県等に応援を求めるものと

するが、その判断は、概ね次のような事態に際して行う。 

 
応援要請の判断基準 

１ 被害の拡大防止や被災者の救援のための措置を十分に行えないと判断されるとき。 

２ 他自治体等の応援を得た方が迅速かつ的確に応急対策活動が行えると判断されるとき。 

３ 夜間時で被害状況の把握が十分にできない状況下で、職員との連絡が困難であったり、被害

報告が相次いでもたらされるような切迫した事態のとき。 

 

第２ 相互応援協定及び覚書等に基づく要請 

市は、大規模災害の発生に備え、あらかじめ災害時における相互応援協定及び覚書等（以下「応援協

定等」という。）を他市町及び事業者等と締結している。 

大規模な災害が発生し、応援協定等に基づく応援が必要と判断した場合は、応援協定等で定められた

手続に従い、直ちに応援を求める。 

 

資 料 編 ○応援協定等一覧 

 

第３ 他市町村長への応援要求 

市長は、市域に災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、

災対法第 67条の規定に基づき他の市町村長に対して応援を求めることができる。 

 

第４ 県知事等への応援要請等 

市長は、大規模、緊急性又は専門的な知識及び技術が求められる救援活動に対し、県知事又は指定地

方行政機関等に応援を求める場合は、県（災害対策課）に、自衛隊災害派遣要請のあっせんを求める場

合は、県（危機管理課）に対し、次表に掲げる事項を明記した文書をもって要請する。 

ただし、緊急を要し、文書をもってすることができないときは、口頭又は電話等により要請し、事後

速やかに文書を送付する。 

 
図表 6-3 応援要請に必要な事項 

要請の内容 事 項 備 考 

県への応援要請又は応急

措置の実施の要請 

１ 災害の状況 

２ 応援（応急措置の実施）を要請する理由 

３ 応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及

び数量 

災対法第 68条 
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要請の内容 事 項 備 考 

４ 応援（応急措置の実施）を必要とする場所 

５ 応援を必要とする活動内容（必要とする応急措置

内容） 

６ その他必要な事項 

自衛隊災害派遣要請のあ

っせんを求める場合 

風水害対策編 第１章 第２２節「自衛隊災害派遣要

請計画」参照 

自衛隊法第 83条 

災対法第 68条の 2 

指定地方行政機関等、他都

道府県の職員又は他都道

府県の市町村の職員の派

遣又は派遣のあっせんを

求める場合 

１ 派遣又は派遣のあっせんを求める理由 

２ 派遣又は派遣のあっせんを求める職員の職種別人

員数 

３ 派遣を必要とする期間 

４ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

５ その他参考となるべき事項 

災対法第 29条 

災対法第 30条 

地方自治法第 252

条の 17 

日本放送協会さいたま放

送局、(株)テレビ埼玉及び

(株)エフエムナックファ

イブに放送要請のあっせ

んを求める場合 

１ 放送要請の理由 

２ 放送事項 

(1) 希望する放送日時及び送信系統 

(2) その他必要な事項 

災対法第 57条 

消防庁長官への緊急消防

援助隊の要請 

１ 災害の状況(負傷者、要救助者の状況) 

２ 応援要請を行う消防隊の種別と人員 
消防組織法第 44条 

 

県への要請連絡先 

区 分 連絡先 電話番号 FAX 番号 

勤務時間内 
災害対策課 048-830-8181 048-830-8159 

危機対策課 048-830-8131 048-830-8129 

勤務時間外 危機管理防災部当直 048-830-8111 048-822-8119 

 

第５ 埼玉県・市町村人的相互応援制度に基づく応援要請 

市が単独では災害対応業務を十分に実施できない場合、県に対し、県職員及び県内市町村職員の派遣

を要請することができる。 

 
１ 「埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定」及び「埼玉県・市町村人的相互応援に関する

要綱」に基づく応援要請 

県に対し本市を所管する県地域機関と管内市町村からの職員派遣を要請する。 

 
図表 6-4 派遣対象業務 

 期 間 業務・職種 

対 象 短 期 
市本部運営、避難所運営、物資搬出入、住家被害認定、罹災証明書交付、生活

再建各種相談、ボランティア受付支援 等 

対象外 
短 期 

国や関係団体による

ルールのある職種 

DMAT、DPAT、給水車・水道、下水道施設要員、保健師、

管理栄養士、被災建築物応急危険度判定士、農地・農業

用施設復旧、土木技術職員 等 

中長期 － 
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※派遣期間は原則 8日間とし、初日と最終日の半日を交代の引継ぎに当てる。 

 なお、県は応援職員の派遣に当たっては、女性の視点からのニーズの把握や避難生活の課題改善のた

め、女性職員や男女共同参画担当部局の職員を積極的に派遣するよう努めるものとする。 

 

２ 総務省の「応急対策職員派遣制度」に基づく応援 

県は、県内自治体の相互応援だけでは被災市町村において完結して災害対応業務を実施することが

困難であると判断した場合、総務省の「応急対策職員派遣制度」に基づき、県外自治体による応援職

員の派遣を要請し、被災市町村を支援する。 

 

第６ 他市町村長等への広域一時滞在の協議 

市長は、市域に災害が発生した場合において、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護し、又は

居住の場所を確保することが困難な場合に、災対法第 86条の 8の規定に基づき、同一都道府県内の他の

市町村の区域における被災住民の一時的な滞在（広域一時滞在）を当該他の市町村の長に協議すること

ができる。 

また、この場合、市長は、災対法第 86条の 9の規定に基づき、県知事に対し、当該他の都道府県の知

事と当該被災住民の受入れについて協議することを求めることができる。 
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第３章 広域災害復旧・復興支援計画 
【安心安全課】 

 

県は、首都圏広域災害が発生した場合には、まず迅速に県内の被害に対応し、その後、避難者の受入れ

や物資・人的応援の拠点として、被災都県の救援、復旧・復興に取り組む。 

市は、県が行う復旧・復興支援に協力する。 

 

第１ 広域復旧復興支援（職員派遣、業務代行） 

首都圏広域災害を想定し、首都圏の復旧・復興のため、県と協調して、必要となる職員の派遣や業務

の代行を実施する。 

想定される主な応援業務は以下のとおりである。 

 
１ 復興計画の策定 

被災都県の復興計画等を策定するため、応援職員の派遣を行う。 

 

２ インフラ施設の復旧・復興 

県道、市道や河川等の復旧のため、応援職員の派遣や必要資材の調達を実施する。 

 

３ まちづくりの復旧・復興 

土地区画整理事業、市街地再開発事業等を実施するため、応援職員の派遣を行う。 

 

４ 恒久住宅への移行支援 

災害公営住宅整備・供給支援を行うため、応援職員の派遣を行う。 

 

５ その他、復旧・復興に係る業務支援 

応援職員の派遣をはじめ、必要業務の支援を行う。 

 

第２ 遺体の埋・火葬支援 

大規模災害発生時、市は、市における死者の発生状況を踏まえ、対応余力があると見込まれる場合は

埋・火葬支援を行い、速やかな復旧・復興につなげる。 

 

第３ 生活支援 

市は、県が実施する長期避難者への生活支援に対して協力を行う。 
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